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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１ Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 業務運営の効率化  

（１）機動的・効率的な組織運営 

（２）内部統制の適切な運用 

（３）管理会計の活用による経営管理の向上 

（４）情報化の推進 

当該項目の重要度、難易度 －   

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

－ － － － － － － － － 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 Ⅲ 業務運営の効率化に関する事項 

 

 

機構は、通則法に基づき、その業

務を適正かつ効率的に実施するとと

もに、社会経済環境の変化に対応し

ながら、持続的・安定的な経営基盤

を確立するため、適切かつ弾力的な

業務運営を行うこと。 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を

達成するためとるべき措置 

 

独立行政法人として、自ら責任をも

って、その業務を適正かつ効率的に実

施するとともに、現下の厳しい社会経

済環境を踏まえつつ、その変化に対応

しながら、独立した経営体として持続

的・安定的な経営基盤を確立するため、

適切かつ弾力的な業務運営を行う 

   

 

 

評定  評定  

  

１ 業務運営の効率化 

 

効率的な業務運営が行われるよう

組織を整備するとともに、「独立行政

法人改革等に関する基本的な方針」

（平成 25年 12 月 24日閣議決定）を

踏まえ、継続的に事務・事業や組織

の点検を行い、機動的に見直しを実

施すること。 

このため、民間出身の役職員の活

用拡大を行うとともに、積極的な人

材投資により職員の経営リテラシー

を高め、民間のノウハウを採り入れ

た実施体制の構築を図ること。 

また、技術研究所を将来的に独立行

政法人建築研究所に移管することを

検討し、平成 26 年中に結論を得るこ

と。 

１ 業務運営の効率化 

 

効率的な業務運営を行うため、以下

のような取組により、機動的な組織運

営を図り、都市機能の高度化及び居住

環境の向上を通じた都市の再生、良好

な居住環境を備えた賃貸住宅の安定的

な確保等の業務の実施において、社会

経済情勢の変化に的確に対応するとと

もに、継続的に事務・事業や組織のあ

り方についての点検を行い、機動的に

見直しを行う。 

＜主な定量的指標＞ 

なし 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

・効率的な業務運営が行われるよう

組織の整備・見直しを適切に実施

しているか。 

＜主要な業務実績＞ ＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

平成 26年度以降実施している組織

見直しにおいて、東日本大震災に係

る復興支援について体制強化等を図

りつつ、都市再生事業、賃貸住宅事

業等においても効率的、効果的な事

業推進を図るための組織体制の見直

しを実施した。 

 

平成 27年度に判明した千葉ニュー

タウン北環状線事業に関するコンプ

ライアンス事案について、平成 28年

７月に再発防止策を策定・公表し、

平成 29年度までに全ての再発防止策

を実施した。 

その後も継続して再発防止策を実

施するとともに、外部講師によるコ

ンプライアンス研修について対象を

マネジメント層である管理職とする

等、実施方法を不断に見直しし、コ

ンプライアンス等に係る職員の意識

向上、周知徹底等を図った。 

また、「内部統制の推進に関する取

組方針」の策定及びこれに基づく職

員の意識向上、普及啓発等を実施し

 （１）機動的・効率的な組織運営 

 

政策目的の実現並びに独立の経営体

としての採算性の確保、経営効率の向

上を図るとともに、東日本大震災の復

興支援に係る体制の更なる強化を行い

つつ、「独立行政法人改革等に関する基

本的な方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣

議決定）に対応した業務の効率化、ス

 平成 26 年度以降、東日本大震災に係る復

興支援について、震災復興支援局から震災復

興支援本部への改編や福島県内の原発避難

区域における復興拠点整備に対応するため

の体制強化等を実施しつつ、都市再生事業、

賃貸住宅事業等においても効率的、効果的な

事業推進を図るための組織体制の見直しを

実施した。 
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リム化に即した組織の整備を行う。 

① ニュータウン事業等の新規に事業

着手しないこととされた業務につい

ては、業務の縮小に伴い、当該業務

に係る要員、事務所等を削減し、そ

の組織体制の縮小を図る。 

 

 

② 民間出身の役職員の活用拡大を行

うとともに、積極的な人材投資によ

り職員の経営リテラシーを高め、民

間のノウハウを取り入れた実施体制

の構築を図る。 

 

③ 技術研究所を将来的に独立行政法

人建築研究所に移管することを検討

し、平成 26 年中に結論を得る。 

 

 

④ 給与計算、資金出納、旅費計算等

の管理業務について、集約化やアウ

トソーシングの活用などによる管理

部門のスリム化を検討する。 

 

① 平成 26 年度以降、ニュータウン事業等

の新規に事業着手しないこととされた業

務については、業務の縮小に伴い、当該業

務に係る要員、事務所等を削減し、その組

織体制の縮小を図るとともに、土地の供

給・処分を促進するため、組織体制の見直

しを行った。 

② 機構設立後、職員の経営リテラシーを高

め、民間のノウハウを取り入れた実施体制

の構築を図るため、平成 26 年度以降にお

いても、積極的な人材投資を行うととも

に、民間出身の役職員の活用を行った。 

 

③ 平成 27 年３月に技術研究所を廃止し、

平成 27 年４月から技術研究所が行ってい

たＵＲ賃貸住宅の長寿命化などの調査研

究課題は、公的賃貸住宅ストックに関する

課題として建築研究所に移管した。 

④ 旅費計算及び収入支出等、経理関連業務

の一部におけるアウトソーシングについ

て、全社導入を行った。 

たほか、内部監査に従事する職員の

資質及び能力の更なる向上等、内部

統制の一層の充実・強化を図った。 

 

管理会計の活用により、引き続き

経営管理の精度向上を図るととも

に、部門別の財務情報等を適切に作

成し、公表した。 

 

「サイバーセキュリティ戦略」等

の政府方針を踏まえ、適時適切な情

報セキュリティ対策を講じた。 

 また、市場化テスト対象業務につ

いて民間競争入札を実施し、決定し

た事業者に当該システムを安全かつ

円滑に運用させ、安定的、効率的な

システム稼働を維持した。 

 これらを踏まえ、Ｂ評価とする。 

 （２）内部統制の適切な運用 

 

総務省の「独立行政法人における内

部統制と評価に関する研究会」が平成

22 年３月に公表した報告書（「独立行

政法人における内部統制と評価につい

て」）、及び総務省政策評価・独立行政

法人評価委員会から独立行政法人等の

業務実績に関する評価の結果等の意見

として国土交通省独立行政法人評価委

員会に通知した事項等を参考にしつ

つ、全職員を対象とした外部専門機関

による法令遵守研修の実施、内部監査

に従事する職員の資質及び能力の更な

る向上等の取組により、内部統制の一

層の充実・強化を図る。 

  コンプライアンス等に係る職員の意識向

上、周知徹底等に関し、以下のとおり実施し

た。 

・平成 27 年度に、当機構の職員が補償交渉

相手である利害関係人から飲食の提供を

受けるなど、コンプライアンス上不適切な

行為があったことが判明。外部調査委員会

の提言を踏まえ、平成 28 年７月に再発防

止策を策定・公表し、平成 30 年３月まで

に全ての再発防止策を実施し、その後も継

続して実施。 

・理事長を委員長とするコンプライアンス委

員会において、コンプライアンス実践状況

の確認等を実施。 

・役職員の内部統制意識向上のため、イント

ラネットを活用した研修を継続して実施

するとともに、平成 30 年度は外部講師に

よるコンプライアンス研修について対象
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を優先度の高いマネジメント層である管

理職に見直し実施。 

 

独立行政法人通則法の一部を改正する法

律（平成 27 年４月１日施行）に基づき、内

部統制の推進体制を整備するとともに、内部

統制の一層の充実・強化を図るため、以下の

とおり実施した。 

・平成 27 年度に機構の重要な審議機関とし

ての理事会の機能強化やリスク管理委員

会の設置など、内部統制システムを整備。 

・機構の重要な意思決定においては、全役員

で構成される理事会で審議。 

・事業ごとのリスクを意識しながら、リスク

マネジメントを実施。 

・平成 27年度以降、毎年度、「内部統制の推

進に関する取組方針」の策定及びこれに基

づく職員の意識向上、普及啓発等を実施。 

 

  平成 26 年度以降継続して内部統制に関す

る研修等へ参加し、内部監査に従事する職員

の資質及び能力の更なる向上を図った。 

 

  監事監査において、内部統制システムの整

備とその運用状況等について監査があり、監

事監査報告がまとめられ報告した。 

 （３）管理会計の活用による経営管理

の向上 

 

経営情報をより適時適切に把握する

等、機構の経営管理・活動管理の強化

を図るため、管理会計を活用する。 

  管理会計を活用し、部門別及び圏域・地区

別の経営情報を適時適切に把握することに

より、引き続き経営管理の徹底に努めるとと

もに、経営管理・活動管理の状況について、

部門別の財務情報等を作成・公表した。 

 また、研修の実施等により、経営管理に対

する意識の更なる強化を図った。 

 （４）情報化の推進 

 

「サイバーセキュリティ戦略」（平成

25 年６月 10 日情報セキュリティ政策

会議決定）等の政府方針を踏まえ、適

切な情報セキュリティ対策を推進す

る。 

また、公共サービス改革法に基づき、

 「サイバーセキュリティ戦略」等の政府方

針を踏まえ、順次情報セキュリティ対策を講

じた。 

 平成 26 年度は、ネットワークやウェブア

プリケーションの脆弱性検査を実施し、外部

からの不正侵入等のリスクの早期検出を行

った。 

 平成 27 年度は、不正アクセス等の情報セ
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「公共サービス改革基本方針」（平成

24 年７月 20 日閣議決定）において市

場化テストの対象と定められたＯＡ用

情報システムの運用管理業務について

民間競争入札を実施し、決定した事業

者に当該システムを安全かつ円滑に運

用させ、安定的、効率的なシステム稼

働を維持するとともに、当該事業者に

よる業務の実施状況の検証を行う。 

キュリティインシデント発生時における対

処や連絡体制に関する手順書を整備した。ま

た、「独立行政法人等の保有する個人情報の

適切な管理のための措置に関する指針」（平

成 16 年９月 14 日総務省行政管理局長通知）

の改正を踏まえ、情報セキュリティポリシの

一部改正を行った。 

 平成 28 年度は、情報セキュリティインシ

デントに対応する CSIRT(シーサート：

Computer Security Incident Response Team)

体制を構築した。また、「政府機関の情報セ

キュリティ対策のための統一基準」（平成 28

年８月 31 日サイバーセキュリティ戦略本部

決定）の改正を踏まえ、情報セキュリティポ

リシの抜本的な改正を行った。 

 平成 29 年度は、第二 GSOC（Government 

Security Operation Coordination team）に

加入し、不審メール、不正プログラム及びシ

ステム脆弱性に係る対応を行うとともに、

CSIRT 体制の運用を開始する等、適切な情報

セキュリティ対策を推進した。特に、外部専

門機関によるシステム脆弱性検査やペネト

レーションテスト等の高度な検査等を実施

し、情報セキュリティ水準の向上を図った。 

 また、統合脅威管理である UTM（Unified 

Threat Management）の機能強化を図り、機

構のネットワークにおけるセキュリティ強

化を推進した。 

 平成 30 年度は、外部専門機関によるシス

テム脆弱性検査やペネトレーションテスト

実施等、適切なセキュリティ対策を継続して

推進した。また、「政府機関等の情報セキュ

リティ対策のための統一基準」（平成 30 年７

月 25 日サイバーセキュリティ戦略本部決

定）の改正を踏まえ、情報セキュリティポリ

シの改正を行った。 

 また、公共サービス改革法に基づき、市場

化テストを実施した。「公共サービス改革基

本方針」（平成 24 年７月 20 日閣議決定）に

おいて市場化テストの対象と定められため

られた「ＵＲ－ＮＥＴの運用支援等に関する
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業務」について、平成 27 年度に官民競争入

札等監理委員会事務局と手続開始に向けた

協議を実施したうえで、平成 28 年度に民間

競争入札に係る手続を実施し、事業者を決定

した。平成 29 年度以降は、サーバ稼働維持

業務を適切に実施させる等、当該システムを

安全かつ円滑に運用させ、安定的、効率的な

システム稼働を維持している。また、公共サ

ービス改革基本方針に基づき定めた「ＵＲ－

ＮＥＴの運用支援等に関する業務民間競争

入札実施要項」により、業務の実施状況の検

証を行い、利用者からの問合せ対応、障害一

次切り分け等の業務が適切に実施されてい

ることが認められた。 

 

４．その他参考情報 

無し 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２ Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

  ２ 適切な事業リスクの管理等 

（１）事業リスクの管理 

（２）事業評価の実施 

当該項目の重要度、難易度 －   

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

－ － － － － － － － － 

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 ２ 適切な事業リスクの管理等 

 

(１)事業リスクの管理 

 

機構が、地方公共団体や民間事業者

のみでは実施困難な都市再生のための

事業を進めるに当たっては、事業リス

クの把握・管理、及びその精度向上を

図るとともに、必要に応じて、事業の

見直しを行うこと。 

２ 適切な事業リスクの管理等 

 

（１）事業リスクの管理 

 

機構が参画することにより、地方公共

団体や民間事業者のみでは実施困難な

都市再生のための事業を推進させる際

には、的確な事業リスクの把握・管理を

行うことが必要であり、採算性を考慮し

た上で、以下の取組を徹底する。 

＜主な定量的指標＞ 

－ 

 

＜その他の指標＞ 

－ 

 

＜評価の視点＞ 

・事業リスクの把握・管理、及びその

精度向上を図るとともに、必要に応

じて、事業の見直しを行っている

か。 

・事業の効率性及びその実施過程の透

明性の確保を図るため、適切に事業

評価を実施しているか。 

＜主要な業務実績＞ ＜評定と根拠＞ 

評価：Ｂ 

 

平成 30年度末までに、新規事業着手

段階の 170地区すべてについて、事業

リスク管理手法に基づき、リスクの抽

出・分析を行った上で、関係者との役

割分担等のリスク軽減・分担方策を検

討するとともに、事業リスクを踏まえ

た経営計画等を策定し、事業着手の可

否についての判断を適切に実施した。 

また、平成 30 年度末までに、事業実

施段階の 457地区全てについて、事業

リスク管理手法に基づき、事業の進捗

状況等を踏まえ、採算見通しやリスク

の把握・分析を行った上で、定期的に

事業の見直しの必要性の判断を実施

した。 

 

事業評価実施規程等に基づき、平成

30 年度末までに、新規採択時評価 34

評定  評定  

  

 ① 新規事業の着手に当たっては、機構

が負うこととなる事業リスクについ

て、事業期間、地価、工事費、金利等

の変動リスクを十分に踏まえた経営

計画等を策定の上で、事業着手の可否

を判断する。 

 ① 平成 30 年度末までに、新規事業

着手段階のすべての地区（170地

区）について、リスクの抽出とそ

の軽減・分担方策を検討するとと

もに、事業リスクを踏まえた経営

計画等を策定して、事業着手の可

否の判断を行った。 
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 ② 事業着手後においても、事業を実施

中のすべての地区において、毎年、定

期的な事業リスクの管理を行うこと

と併せて、土地取得・事業計画策定・

工事着工・土地譲渡等の事業の各段階

に応じて、採算見通し、事業リスクを

定量的に把握することとし、適宜、そ

の精度の向上を図るために事業リス

クの管理手法等の見直しを行う。必要

に応じて事業の見直しを行い、特に不

採算事業については、徹底的な見直し

を行う。 

 ② 平成 30 年度末までに、事業実施

段階のすべての地区（457地区）

について、事業執行管理調書を作

成した上で事業リスクの定期的管

理を行い、これを踏まえ、必要に

応じ事業の見直しを行った。 

不採算事業（新市街地：１地区）

については、区域縮小等により抜

本的な事業見直しを行った。 

 

事業リスク管理手法については、

特段の問題はなく、適切に運用さ

れていることから、見直しは行っ

ていない。 

件、再評価 26 件、事後評価 16 件を実

施した。 

うち、再評価及び事後評価について

は、事業評価監視委員会の審議を経て

対応方針を決定した。 

事業評価結果については、情報公開

窓口、ホームページ掲載等により公表

した。 

これらを踏まえ、Ｂ評価とする。 

（２)事業評価の実施 

 

事業の効率性及びその実施過程の透明

性の確保を図るため、事業評価を実施

すること。 

（２）事業評価の実施 

 

個別事業の効率性及びその実施過程

の透明性の一層の向上を図るため、引き

続き、機構独自の実施要領等に基づき、

新規、事業中及び事後の実施段階に応じ

て、対象となる事業毎に事業の必要性、

費用対効果、進捗の見込み等について評

価を行い、必要に応じて事業の見直しを

行うほか、継続が適当でない場合には事

業を中止する等の対応方針を定める。 

また、再評価及び事後評価の実施に当

たっては、学識経験者等の第三者から構

成される事業評価監視委員会の意見を

聴くものとする。 

評価結果及び審議の結果を踏まえた

機構の対応方針については、これをホー

ムページに公表することにより、事業の

透明性の確保を一層推進する。 

なお、都市再生事業の再評価を実施す

る際には、引き続き、都市再生事業実施

基準の趣旨を踏まえ、地方公共団体及び

民間事業者との役割分担を徹底した上

で、リスク管理や事業中止の判断等を適

切に行い、その再評価結果については、

新規採択時評価と同程度の評価内容を

ホームページに公表する。 

 事業評価実施規程等に基づき、平

成 30 年度末までに、新規採択時評価

34 件、再評価 26件、事後評価 16件

を実施した。 

再評価及び事後評価については、

学識経験者等の第三者から構成され

る事業評価監視委員会を計 20 回開

催し、その審議結果を踏まえ、機構

の対応方針を決定した。   

事業評価結果については、情報公

開窓口、ホームページ掲載等により

公表した。 
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４．その他参考情報 

無し 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－３ Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

  ３ 一般管理費・事業費の効率化 

  ４ 総合的なコスト削減の実施 

当該項目の重要度、難易度 －   

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

一般管理費について、平

成 25年度と平成 30年度

を比較して 5％程度に相

当する額を削減 

（計画値） 

５％程度 － － － － － ５％程度 － 

一般管理費について、平

成 25年度と平成 30年度

を比較して 5％程度に相

当する額を削減 

（実績値） 

－ － 4.97％ 4.67％ 4.72％ 4.78％ 5.06％ － 

達成率 － － － － － － 101％ － 

注）主要な経年データのうち下線部があるものは、「主な評価指標」欄の「その他の指標」を記載。 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 ３ 一般管理費・事業費の効率化 

 

一般管理費（人件費、公租公課等の

所要額計上を必要とする経費を除く。）

について、第二期中期目標期間の最終

年度（平成 25 年度）と中期目標期間の

最終年度（平成 30年度）を比較して５％

程度に相当する額を削減すること。 

 

 

また、事業費については、引き続き、

事業の効率的な執行によるコスト改善

を図ること。なお、ニュータウン事業

等の経過措置業務については、中期目

標期間中の供給・処分完了に向けた取

組を促進し、都市再生事業・賃貸住宅

事業については、多様な民間連携手法

を活用し、政策的意義が高い事業や機

構の収益改善効果が高い事業に重点的

に配分すること。 

３ 一般管理費・事業費の効率化 

 

一般管理費（人件費、公租公課等の

所要額計上を必要とする経費を除く。）

について、中期目標期間に想定される

消費増税による増加分を経営合理化に

より吸収した上で、第二期中期目標期

間の最終年度（平成 25年度）と中期目

標期間の最終年度（平成 30 年度）を比

較して５％程度に相当する額を削減す

る。 

また、事業費については、引き続き、

事業の効率的な執行によるコスト改善

を図る。なお、ニュータウン事業等の

経過措置業務については、中期目標期

間中の供給・処分完了に向けた取組を

促進し、都市再生事業・賃貸住宅事業

については、多様な民間連携手法を活

用し、政策的意義が高い事業や機構の

収益改善効果が高い事業に重点的に配

分する。 

＜主な定量的指標＞ 

  

一般管理費（人件費、公租公課等の

所要額計上を必要とする経費を除く。）

について、第二期中期目標期間の最終

年度（平成 25 年度）と中期目標期間の

最終年度（平成 30年度）を比較して５％

程度に相当する額を削減 

 

＜その他の指標＞ 

－ 

 

＜評価の視点＞ 

・一般管理費・事業費の効率化につい

て、適切な経費削減及びコスト縮減

等を行っているか。 

＜主要な業務実績＞ 

 

一般管理費については、日常的な

経費の一層の削減を全社的に進めた

こと等により、平成 30年度において

は、平成 25年度比 5.06％を削減し、

５％程度に相当する額の削減を実現

した。 

また、事業費については、政策的

意義が高い事業や機構の収益改善効

果が高い事業に重点的に配分すると

ともに、ニュータウン事業等の経過

措置業務の供給・処分完了に向けた

取組みに必要な額を投入し、引き続

き事業コストの縮減、賃貸住宅管理

コストの削減及び不採算事業の見直

し等、事業の効率的な執行によるコ

スト改善に取組んだ。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ  

 

 一般管理費については、日常的な経

費の一層の削減を全社的に進めたこ

と等により、平成 30 年度において、

平成 25 年度比 5.06％を削減し、５％

程度に相当する額の削減を実現した。 

事業費については、政策的意義が高

い事業や収益改善効果が高い事業に

重点的に配分するとともに、事業の効

率的な執行によるコスト改善を着実

に実施した。 

外部調達コストの削減については、

リバースオークション方式、フレック

ス工期制度、発注の平準化等の拡大適

用及び賃貸住宅修繕工事の部品・仕様

の見直し等により、外部調達コストの

低減を図る施策を展開した。中期目標

期間において、リバースオークション

については、物品等の調達案件におい

て 153 件実施し、予定価格計約 58 億

円に対し、計約 20億円（削減率 35％）

のコスト削減を実現した。不調・不落

率については、14.3％となった。 

これらを踏まえ、Ｂ評価とする。 

評定  評定  

  

４ 総合的なコスト削減の実施 

 

事業コストの削減については、コス

ト構造の改善に関するプログラム等を

策定の上、それに基づき総合的なコス

トの縮減を行うとともに、外部調達コ

ストの一層の削減に取り組むこと。こ

れらにより与えられた条件の下でコス

トの最小化とサービスの最大化を図る

こと。 

４ 総合的なコスト削減の実施 

 

平成 24年度までの「都市機構事業コ

スト構造改善プログラム（平成 20年度

策定）」に基づき、設計・積算に当たっ

ての規格や発注方式の見直し等コスト

構造の改善に継続して取り組むととも

に、国の動向を踏まえ新たなプログラ

ム等を策定し、具体的な施策を着実に

推進する。 

また、入札等に当たっては、価格交

渉方式の導入や総合評価方式の見直し

等、応札者の価格低減余地を引き出す

運用を拡大し、外部調達コストの一層

の削減に取り組む。 

更に、賃貸住宅事業については、仕様

の精査や発注方法を見直すこと等(一

＜主な定量的指標＞ 

－ 

＜その他の指標＞ 

－ 

 

＜評価の視点＞ 

・事業コストの削減について、総合的

なコストの縮減を実施するととも

に、外部調達コストの一層の削減に

取り組んでいるか。 

＜主要な業務実績＞ 

 

 コスト構造改善プログラムに基づ

き以下の施策を行った。 

① 事業のスピードアップ 

「周辺基盤整備完了前の土地の

早期販売」等 

② 計画・設計・施工の最適化 

「大規模発注方式」（大括り化に

よる発注方式）等 

③ 維持管理の最適化 

「長寿命化によるライフサイク

ルコスト構造の改善」等 

 

外部調達コストの一層の削減方策

として、以下の施策を行った。 

① 平成30年度までにリバースオー
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部修繕工事へのリバースオークション

方式や発注方法の大括り化、並びに修

繕コストの透明化の試行実施等)によ

る修繕費支出の抑制等により、コスト

削減を行う。 

クション方式を物品等の調達案

件において153件実施し、予定価

格計約58億円に対し、計約20億

円（削減率35％）のコスト削減

を実現した。 

② 事業者間の競争を促進し、入札

不調・不落の改善を図るため、

フレックス工期制度の適用案件

を拡大して、事業者が参加しや

すい環境整備を促進した。 

③ 相対的に見て調達環境の良い上

半期へ発注を平準化し、事業者

の受注意欲向上を図った。 

④ 定期的(年３回)にホームページ

で事前公表している発注予定情

報に加え、より詳細な公募情報

を可能な限り公表する施策を実

施した。 

⑤ 総合評価方式入札の一部におい

て、他の公共機関での同種工事

の実績も評価し、新規事業者の

参入を促す施策について、適用

案件を拡大し実施した。 

これらにより、不調・不落率につ

いては、平成 30 年度時点で 14.3％

となった。 

賃貸住宅事業については、仕様の

見直しやライフサイクルコストに寄

与する材料の仕様等によりコスト削

減を着実に実施した上で、一部は平

成 29 年 10 月に改定の保全工事共通

仕様書への反映により一般化し、コ

スト削減を図った。また、発注方法

について、フレックス工期の適用拡

大、外壁・耐震改修工事修繕工事等

の発注方法の大括り化、発注時期の

平準化等の見直しを行い、競争参加

者増を図った。 

 

４．その他参考情報 

無し 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－４ Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

  ５ 入札及び契約の適正化の推進 

当該項目の重要度、難易度 －   

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

－ － － － － － － － － 

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 ５ 入札及び契約の適正化の推進 

 

機構は国の財政支出や財政投融資を

用いて多額の契約を行い公共事業を実

施していることから事業の実施におい

て、機構に対する信頼性が確保される

よう、法令順守及び契約の適正性を確

保するための体制の強化を図るととも

に、｢独立行政法人における調達等合理

化の取組の推進について｣（平成 27 年

５月 25日総務大臣決定）に基づく取組

を着実に実施すること。 

また、引き続き入札談合等関与行為の

防止対策を徹底するとともに、監事に

よる監査において、入札・契約の適正

な実施について監査を受けること。 

５ 入札及び契約の適正化の推進 

 

入札及び契約手続における透明性の

確保、公正な競争の確保、不正行為の

排除の徹底等を推進し、公共事業を実

施する者としての信頼性が確保される

よう、法令順守及び契約の適正性を確

保するための体制の強化を図るととも

に、「独立行政法人における調達等合理

化の取組の推進について」（平成 27 年

５月 25日総務大臣決定）に基づき、毎

年度「調達等合理化計画」を策定、公

表の上、着実に実施する。また、当該

計画の取組状況について、年度終了後

に自己評価を行い、併せてその結果に

ついての公表を行う。 

更に、入札談合等関与行為を確実に

防止する観点から、当該行為の防止対

策について引き続き研修を実施する等

の取組を行うとともに、必要に応じ更

なるコンプライアンスの推進や入札及

び契約手続の見直し等を実施すること

で、防止対策の徹底を図る。 

また、入札・契約の適正な実施につ

＜主な定量的指標＞ 

－ 

 

＜その他の指標＞ 

－ 

 

＜評価の視点＞ 

「調達等合理化計画」を着実に実施

するとともに、法令順守及び契約の適

正性を確保するための取組を実施して

いるか。 

＜主要な業務実績＞ 

 

１ 法令順守及び契約の適正性を確

保するための体制強化の推進 

① 契約業務に携わる人材の育成・

強化の観点から、契約手続に係る

マニュアル類の整備（契約ハンド

ブック、イントラネット版契約マ

ニュアルの更新等）を実施すると

ともに、契約業務研修を実施した。 

② 過年度に入札及び契約に関する

内規違反事案が発生したことを受

け、不正行為を未然に防止するた

めの入札手続の見直し及び規範意

識の向上を図るための研修の実施

等の再発防止策を実施した。 

 

２ ｢調達等合理化計画｣の着実な実

施 

「独立行政法人における調達等合

理化の取組の推進について」（平成 27

年５月 25日総務大臣決定）に基づき、

平成 27年度から毎年度「調達等合理

化計画」を策定、公表の上、計画に

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

契約手続に係るマニュアル等の整備

等を行うとともに、平成 25年度及び平

成 26 年度における入札及び契約に関

する内規違反事案が平成 28 年度に発

覚したことを受け、再発防止策を実施

し、法令順守及び契約の適正性を確保

するための体制の一層の充実・強化を

図った。 

 

平成 27年度から毎年度「調達等合理

化計画」を策定し、計画で定めた事項

を着実に実施した。また、本計画の策

定及び自己評価にあたっては監事及び

外部有識者によって構成される契約監

視委員会において点検を実施した。 

 

 入札及び契約の適正な実施について

監事の監査によるチェックを受けた。 

これらを踏まえ、Ｂ評価とする。 

評定  評定  
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いて、監事の監査によるチェックを受

けるものとする。 

定めた事項について着実に実施し

た。 

また、本計画の実施状況について

は、年度終了後に自己評価にあたっ

ては監事及び外部有識者によって構

成される契約監視委員会において自

己評価の点検を実施し、あわせてそ

の結果について公表を行った。 

 

３ 入札談合等関与行為の確実な防

止 

以下の防止策を実施した。 

① 毎年度、談合防止研修を実施し

た（公正取引委員会を招聘）。 

② 平成 27年度に発注事務に係る情

報管理手続、事業者との応接方法

の適正化、規程抵触事実があった

場合の対応方法、不当な働きかけ

を受けた場合の対応方法等を規定

した「発注者綱紀保持規程」を策

定、平成 28年度に本規程を実務に

即し解説した「発注者綱紀保持マ

ニュアル」を策定し、研修や e ラ

ーニングを実施し周知徹底を図っ

た。 

 

４ 入札及び契約の適正な実施につ

いて 

監事の監査によるチェックを受け

た。 

 

４．その他参考情報 

無し 

  


